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２）業種別・エリア別の加盟店舗数 

 図表 5-17 に業種別の加盟店舗数の構成を記す。集計の対象は、加盟店登録承認店舗数

（3,351 店）をベースとしている。なお、参考として、平成 28 年『経済センサス活動調査』に基づ

く、熊本県全体の対象事業所数の業種別構成を併記した。 

 加盟店舗数の内訳は、「食堂、レストラン」が 4 割強を占め、次いで「酒場、ビヤホール」が 17%、

「他に分類されない飲食店」が 9%と続く。一方、これを『経済センサス』の結果と比較すると、「食堂、

レストラン」がきわめて多く、逆に「日本料理店」、「中華料理店・ラーメン店」、「その他の専門料理

店」は半数以下にとどまる。ここには、加盟店舗の業種区分は登録申請時に事業者が分類したも

のであり、『経済センサス』による厳密な業種区分とは異なっていることが大きく作用していると考えら

れる。「他に分類されない飲食店」が『経済センサス』による構成比を大きく上回っているのも、同じ

理由によると想定される。 

 そこで、業種特性が明確な「焼肉店」を除く、「食堂、レストラン」、「日本料理店」、「中華料理

店・ラーメン店」、「その他の専門料理店」を合計して「食堂系」と捉えると、加盟店の構成比 56％

に対し、『経済センサス』による構成比は 45％となる。おそらくこれが実態により近く、図表 5-17 に

みられるように「食堂、レストラン」が突出して多いわけではないとしても、「食堂系」の参加が多かった

ことに間違いはないと思われる。「焼肉店」、「そば・うどん店」、「すし店」は加盟店舗と『経済センサス』

との間に大きな差はない。一方、「酒場、ビヤホール」や「喫茶店」はやや参加が低調であった。 

図表 5-17 加盟店舗数の業種別構成 

分  類 
加盟登録店舗数 『経済ｾﾝｻｽ』

の構成比 店舗数 構成比 

食堂、レストラン 1,374 41.0% 13.5% 

日本料理店 168 5.0% 11.1% 

料亭 10 0.3% ―  

中華料理店 65 1.9% 
10.6%  

ラーメン店 89 2.7% 

焼肉店 158 4.7% 4.6% 

その他の専門料理店 177 5.3% 9.9% 

そば・うどん店 105 3.1% 4.1% 

すし店 128 3.8% 4.4% 

酒場、ビヤホール 574 17.1% 28.1% 

喫茶店 163 4.9% 8.3% 

ハンバーガー店 21 0.6% 1.2% 

お好み焼・焼きそば・たこ焼店 33 1.0% 3.0% 

他に分類されない飲食店 286 8.5% 1.5% 

総  計 3,351 100.0% 100.0% 

＊『経済センサス』では、「ラーメン店」は「中華料理店」に、「料亭」は「他に分類されない飲食店」に分類している。 
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 エリア別の内訳は、加盟店全体の６割近くが「熊本市エリア」に集まり、以下、「県北エリア」が

15%、「県南エリア」が 9%、「県央エリア」が 6%、「天草エリア」が 5%の順となった。この順位は

『経済センサス』による構成比と一致しており、大きくみて母集団である対象飲食店の集積状況を

反映した結果となっている（図表 5-18 参照。なお、加盟店の集計対象や『経済センサス』データ

の詳細は図表 5-17 と同じ）。 

 ただし、そうした中で、「熊本市エリア」では加盟店舗数の構成比が『経済センサス』による構成比

を大きく上回っている。この背景には、事務局による営業開拓の成果もあると思われるが、それ以上

に飲食店が高密度に集まる中で、事業者として周囲の飲食店の動向が当キャンペーンへの参加を

促したこと、また利用者の要望も高まることといった、「集積がもたらす誘因」が働いた結果だと考える

ことができる。一方、「県南エリア」は飲食店の集積状況と対比して、キャンペーンへの参加がやや低

調であったことが否定できない。 

図表 5-18 加盟店舗数のエリア別構成 

エ リ ア 
加盟店舗数 『経済ｾﾝｻｽ』

の構成比 店舗数 構成比 

県北エリア 496 14.8% 17.9% 

阿蘇北部エリア 65 1.9% 1.9% 

阿蘇市エリア 97 2.9% 2.4% 

南阿蘇エリア 84 2.5% 1.7% 

熊本市エリア 1951 58.2% 44.4% 

県央エリア 206 6.1% 7.9% 

天草エリア 155 4.6% 7.5% 

県南エリア 297 8.9% 16.4% 

総  計 3,351 100.0% 100.0% 

 図表 5-19 には、各エリア別の加盟店の業種構成を記す。第一義的には母集団である飲食店の

構成において、地域特性等を背景として特定業種の集積が高いエリアでは、加盟登録店の構成比

も高くなるという傾向がある。そば街道で有名な「阿蘇北部エリア」、「南阿蘇エリア」での「そば・うどん

店」、観光地として軽飲食店が多い「阿蘇地域各エリア」での「喫茶店」、海の幸に恵まれた「県央

エリア」、「天草エリア」の「すし店」などがその代表ということができる。 

 加えて、都市部では「酒場、ビアホール」の割合が高くなり、地方部では「食堂、レストラン」をはじ

めとした「食堂系」の割合が高くなるという傾向がみられる。例えば「熊本市エリア」では「酒場、ビアホ

ール」の構成比が 2 割を超え、他のエリアを大きく上回っている。特に「飲酒系」の業種は、コロナ禍

による制約を他の飲食店業種以上に強く受け、自治体からも厳しい自粛要請を余儀なくされた。

上述した、「酒場、ビアホール」は「食堂系」業種に比べ当キャンペーンへの参加意欲が低いという傾

向がみられる背景にも、こうした要因が少なからず作用していたと考えられる。そうであるにもかかわら
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ず、「熊本市エリア」において「酒場、ビヤホール」の当キャンペーンへの参加が進んだのは、これもまた

「集積がもたらす誘因」が、「飲酒系業種」にも作用したためではないかと考えられる。 

図表 5-19 各エリア別の加盟店舗数の業種構成 

エ リ ア 県北 阿蘇北部 阿蘇市 南阿蘇 

食堂、レストラン 44.2% 55.4% 59.8% 60.7% 

日本料理店 2.8% 1.5% 3.1% 3.6% 

料亭 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 

中華料理店 2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 

ラーメン店 2.8% 1.5% 0.0% 1.2% 

焼肉店 5.4% 1.5% 5.2% 6.0% 

その他の専門料理店 3.6% 7.7% 2.1% 3.6% 

そば・うどん店 2.8% 15.4% 3.1% 8.3% 

すし店 5.8% 0.0% 2.1% 0.0% 

酒場、ビヤホール 13.9% 1.5% 8.2% 1.2% 

喫茶店 4.4% 9.2% 10.3% 10.7% 

ハンバーガー店 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 

お好み焼・焼きそば・たこ焼店 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

他に分類されない飲食店 8.7% 6.2% 6.2% 4.8% 
 

分  類 熊本市 県央 天草 県南 

食堂、レストラン 35.8% 42.7% 49.7% 49.5% 

日本料理店 6.2% 3.9% 4.5% 3.7% 

料亭 0.2% 2.4% 0.0% 0.0% 

中華料理店 1.8% 2.9% 1.3% 3.4% 

ラーメン店 3.2% 2.4% 0.6% 1.7% 

焼肉店 5.0% 3.9% 3.2% 3.0% 

その他の専門料理店 6.5% 3.9% 5.2% 2.4% 

そば・うどん店 2.6% 2.9% 1.3% 4.0% 

すし店 3.1% 6.8% 6.5% 4.0% 

酒場、ビヤホール 21.1% 8.7% 12.3% 15.5% 

喫茶店 4.3% 5.3% 5.2% 4.4% 

ハンバーガー店 0.6% 1.0% 1.9% 0.3% 

お好み焼・焼きそば・たこ焼店 1.0% 1.5% 0.0% 0.3% 

他に分類されない飲食店 8.7% 11.7% 8.4% 7.7% 
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（２）代理登録の内訳 

 加盟店の登録申請は、大別して次の 3 つの方法によった。 

①事業者が直接 WEB 登録 

②商工会議所・商工会（以下、「商工会等」という）に配置された紙の申請用紙に、事業者が

手書きで記入し、商工会等がその WEB 入力を代行：商工会等による代理登録 

③商工会等に配置ないしは店舗からの依頼を受けて事務局が郵送した紙の申請用紙に、事業

者が手書きで記入し、これを事務局に送ってもらい、事務局で WEB 入力：事務局による代理

登録 

 上記３つのパターンの内訳を図表 5-20 に、また商工会等による代理登録の内訳を図表 5-21

記す。直接 WEB 登録が 9 割近くを占め、商工会による代理登録は 102 件、事務局による代理

登録は 303 件であった。 

図表 5-20 登録申請数の内訳 

 
直接 WEB

登録 
代理登録 

総 計 
商工会等 事務局 計 

申請数（件） 3,099 102 303 405 3,504 

構成比（％） 88.4  2.9  8.6  11.6  100.0  

図表 5-21 商工会等の代理登録の内訳 

エリア 商工会等名 件数 

県北エリア 

山鹿市商工会 2 

菊陽町商工会 9 

玉名市商工会 9 

和水町商工会 6 

大津町商工会 4 

長洲町商工会 3 

阿蘇北部エリア 小国町商工会 2 

阿蘇市エリア 阿蘇市商工会 4 

熊本市エリア 熊本市植木町商工会 2 

県央エリア 
宇土市商工会 11 

宇城市商工会 5 

天草エリア 

上天草市商工会 2 

天草市商工会 1 

本渡商工会議所 6 

苓北町商工会 4 

県南エリア 

八代商工会議所 15 

水上村商工会 5 

八代市商工会 4 

芦北町商工会 3 

水俣商工会議所 5 

合   計 102 
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 参考として、図表 5-22 に、代理登録用の申込用紙と同意書の見本を示す。 

図表 5-22 代理登録用の申込用紙と同意書の見本 
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５．自治体からの要請に伴う加盟店舗数の変動 

  自治体からの要請に伴う加盟店舗数の変動は下記の 3 次にわたった。 

①2021（令和 3）年 10 月 1 日の、県独自の時短要請に伴う措置。 

②2021（令和３）年 11 月 1 日の、加盟店は「飲食店に係る熊本県感染防止対策認証制

度」に基づく「熊本県感染防止対策認証店」に限ることに伴う経過的措置。 

③2021（令和３）年 12 月 1 日の、「認証店」であることを加盟登録の条件とする措置。 

  

以上 3 つの措置に伴う加盟店変動の経緯を図表 5-23 に記す。数値は月次末時点において、

これらの措置によって加盟の取下げまたは解除となった店舗数の累計値を示している。 

① の時短要請に関しては、2021（令和 3）年 10 月に 9 店舗が要請に応じず加盟解除とな

った。 

② の認証店制度に係る経過措置に関しては、自主的取下げ、自動解除合わせて 349 店舗が

対象となった対象となった。 

③ の新基準適応（認証取得義務化）に関しては、最終的に 80 店舗が取下げまたは解除と 

なった。 

  

以上の合計で、自治体からの要請による加盟取下げ・解除の合計は 438 店舗を数えた。これは

加盟承認店舗数（3,351 店舗）の 13％にのぼり、およそ 8 分の 1 が自治体の新型コロナウィル

ス感染拡大防止対策の要請に応えることができず、当キャンペーンから外れていくこととなった。 

 

※「飲食店に係る熊本県感染防止対策認証制度」の概要と同制度の GoToEat キャンペーンく

まもと加盟登録条件への追加については、第 7 章を参照。 
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６．予約期間延長に伴う広報記録 

予約期間延長に伴い利用者に認知してもらい、食事券利用促進の為に熊日新聞広告と商工会

議所発行の全面広告に予約期間延長広告を掲載実施。 

 

【図 1 3/22 熊日新聞】                    【図 2 3/21 熊日新聞 熊本商工会議所発行】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 事務局・コールセンター問い合わせ実績 

１．入電の実績 

（１）入電数 

 事前予約受付開始（2020 年 10 月 14 日）前の同年 9 月末から既に問い合わせの電話が

あり、これを含め 2022 年 6 月末日までの約 21 か月間に、事務局・コールセンターへの入電数は

総計 52,328 件を数えた（営業時間外の入電を除く。以下同）。 

 図表 6-1 にその月別構成を、図表 6-2 に累計入電数の推移を示す。これをみると事業開始直

後に入電が集中し、予約開始初月の 10 月に以後の累計入電数の 2 割を超え、翌 11 月にはほ

ぼ 5 割に達した。 
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図表 6-1 入電数の月別推移 

 

図表 6-2 累計入電数の推移 

 

  

 

 

 

   図表 6-3 コールセンタースタッフの月別推移 
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 こうした動きは、一義的には予約開始の動向によっている。図表 6-3 に、事前予約の受付開始

以降のおよそ 19.5 か月の間に特に入電が多かった日をピックアップした。最多は第 2 期予約開始

日の 2020（令和 2 年）11 月 16 日であり、この日だけで総累計入電数の 2 割が集中した。他

にも、新たな予約の開始・再開、あるいはその直後に入電が集中しており、図表 6-3 に記した 23

日間で総累計入電数の約半数に達している。 

図表 6-3 問い合わせの入電が多かった日（入電数 250 件以上） 

順

位 
年月日 受電数 

対総受電数シェア 
摘   要 

率(％) 同累計 

1 20/11/16 10,581 20.3 20.3 2 期予約開始日 

2 20/10/19 3,237 6.2 26.4 1 期予約開始日 

3 21/10/18 1,314 2.5 29.0 延長分予約再開日 

4 20/11/17 1,290 2.5 31.4 2 期予約開始翌日 

5 20/10/20 1,189 2.3 33.7 1 期予約開始翌日 

6 21/11/16 867 1.7 35.4 追加分予約再開日 

7 20/10/26  802 1.5 36.9 1 期予約分売切後の最初の営業日 

8 20/10/21 655 1.3 38.2 1 期予約開始翌々日 

9 20/10/22 633 1.2 39.4 1 期予約開始 3 日後 

10 22/3/22 519 1.0 40.4 追加分予約開始日 

11 20/10/14 510 1.0 41.3 事前予約受付開始日 

12 20/10/23 464 0.9 42.2 1 期予約開始 4 日後 

13 20/11/18 403 0.8 43.0 2 期予約開始翌々日 

14 21/10/19 392 0.8 43.7 延長分予約再開翌日 

15 20/10/15 377 0.7 44.5 事前予約受付開始翌日 

16 20/10/27 348 0.7 45.1 1 期予約分売切後の翌営業日 

17 20/10/16 345 0.7 45.8 事前予約受付開始翌々日 

18 21/7/1 334 0.6 46.4 延長分予約開始日 

19 20/11/2 300 0.6 47.0 期予約分売切後の 6 日目の休日明け営業日 

20 20/12/14 282 0.5 47.5 3 期予約開始日 

21 20/12/17 269 0.5 48.1 3 期予約開始 3 日後 

22 21/2/18 269 0.5 48.6 3 期予約再開日 

23 20/11/19 251 0.5 49.1 2 期予約開始 3 日後 

以上計 25,631 49.1 ―   

（2）新型コロナウイルス感染拡大の影響 

 上記に加え、新型コロナウイルスの感染拡大状況も、「Go To Eat キャンペーン」への参加に対す

る県民のマインドに、少なからぬ影響を及ぼしたと考えられる。 

 図表 6-4 に、2020 年 10 月～2022 年 4 月の 19 か月間（キャンペーン終了後の 22 年 5

月以降は受電数が大きく減少したため除く）における、熊本県の発表に基づく新型コロナウイルス感
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染症陽性判明者数（以下、「コロナ感染者数」と略称する）を 10 日ごと（ただし、各月下旬は 8

～11 日）に集計し、その 1 日あたりの平均数の推移を示す。 

図表 6-4 コロナ感染者数の推移（各月旬日集計の 1 日あたり平均値） 

 

出所：熊本県 HP より作成 

 熊本県においても全国的な傾向と同様に、コロナ感染者数は波を打って増減している。こうした中

で、いわゆる全国的な「第 4 波」にあたる 2021（令和 3）年 5 月 16 日～6 月 13 日、全国的

な「第 5 波」にあたる同年８月８日～9 月 30 日、及び全国的な「第 6 波」にあたる 2022（令

和 4）年 1 月 21 日～3 月 21 日には「まん延防止等重点措置」が発出された。また、全国的な

「第３波」にあたる2021（令和3）年１月1４日～２月1７日には「県独自の緊急事態宣言」

が、さらに 2021（令和 3）年 7 月 30 日には県内主要地域を対象（8 月 8 日には全県下に

拡大）とした「熊本蔓延防止宣言」が 9 月 30 日までにわたり発出された。 

 図表 6-5 は、事業の開始時期であることから入電が集中した 2020（令和 2）年 10 月と 11

月を除く、17 か月間の月間入電数と月間コロナ感染者数を示したものである。これをみると、感染

率は高いが重篤化には至りにくいオミクロン株の流行と事業の最終盤期による駆け込み需要が重な

った 2022（令和 4）年の 2～4 月は別として、新型コロナウイルスの感染が拡大すると入電数が

減り、感染が沈静化すると入電数が増えるという関係があることが分かる。 

後述するように、感染拡大期には新規予約・発券を停止しており、入電が少なかった時期はその

影響も反映されていると考えられるが、図表 6-5 に示される明確な傾向は、これに加えて、日々報

道されるコロナ感染者数の動向が、主な利用者である県民に自粛意向をもたらした結果が反映さ

れているということができよう。 
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図表 6-5 コロナ感染者数と入電数の動向 

 

（３）応答率 

 図表 6-6 に、応答率（入電数に対する応答数の割合）の月別推移を示す。2020（令和 2）

年 11 月が 29.4％と極めて低いが、これは同月 16 日に、応答体制を大きく上回る 1 万件超える

入電があったためであり、同日を除くと応答率は 75.7％であった。同様に、応答率が 2 番目に低か

った 2020（令和 2）年 10 月は、入電数が 2 番目に多かった同月 19 日を除くと 81.9％に、

2021（令和 3）年 10 月は、入電数が 3 番目に多かった同月 18 日を除くと 88.5％となるなど、

入電が集中する特異日の存在が応答率に大きな影響を与えている。 

 こうした特異日以外では、概ね 9 割前後の応答率が確保された。 

図表 6-6 応答率の月別推移 
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２．主な問い合わせ内容 

 図表 6-7 にコールセンターでの受電内容を整理した一覧表を記す。 

 図表 6-3 に示したとおり、新たな予約の開始時に予約の電話が集中した以外にも、2021（令

和３）年７月 16 日と、同年 11 月 30 日に熊本日日新聞に広告を掲載した直後には、広告を

見ての予約も多数寄せられた。また、予約停止期間中には利用期限や販売再開に関する問い合

わせ、あるいは販売再開の希望が多数あったほか、事業終盤の 2022（令和４）年になると、利

用期限の延長を希望・期待する電話が多数あり、本事業が県民に広く好評を呼んだことが示され

た。 

 加えて、2021（令和３）年 10 月 8 日の「熊本県感染防止対策認証制度」が加盟店登録の

条件に追加された直後には、同制度に関する店舗からの問い合わせが多数寄せられたため、熊本

県が委託運営する熊本県感染防止対策認証制度事務局との連携も重要となった。 

図表 6-7 コールセンター受電内容 

年月日 予約期間等 その他 多かった問い合わせ内容 

2020/10/14 事前予約受付開始   ほぼ予約 

10/19 第 1 期予約開始   
受電 3237 件、ほとんどが予約。Web での予約方

法についての問い合わせも多数 

10/20   
ファミリーマートにて紙切れ発生 

28 日ごろまで 

ファミリーマートにて紙切れ発生、紙切れについてのク

レームが 28 日ごろまで続く 

10/25 
第 1 期分 WEB 売り

切れ 
    

10/26     
予約希望の電話多数。売り切れのため 11/16 に

第 2 期販売開始の案内 

11/16 第 2 期予約開始   受電 10581 件（最高件数） ほとんどが予約 

12/14 第 3 期予約開始   ほとんどが予約 

12/30 
2/18 4:59 まで予

約停止 
  

利用期限並びに販売再開についての問い合わせ多

数 

2021/1/18   利用期限が 6/30 まで延長決定   

2/18 第 3 期予約再開   ほぼ予約 

2/22     
予約再開が 2/22 から 2/18 に早まったため、この

日も多くの電話があった 

2 月下旬～3 月     
利用期限についての問い合わせ多数（券に利用期

限 3/31 と記載されているため） 

4/24 
7/1 9:59 まで予約

停止 
  

利用期限並びに販売再開についての問い合わせ多

数 

6/14   
6/13 で熊本市まん延防止等重

点措置終了 

まん延防止等重点措置終了後、販売再開につい

ての問い合わせが増加 

6/15   利用期限 12/15 まで延長決定   

7/1 延長分予約開始   ほぼ予約 

7/16   熊本日日新聞に広告掲載 新聞広告を見ての予約多数 

7/27 
10/18 9:59 まで予

約停止 
    

8～9 月     
受電数減少。稀に販売再開時期に関する問い合

わせ 
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図表 6-7-2 コールセンター受電内容（続き） 

 

  

年月日 予約期間等 その他 多かった問い合わせ内容 

2021/10/8   

「熊本県感染防止対策認証制

度」取得が加盟店登録条件に追

加を案内開始 

「熊本県感染防止対策認証制度」に関する店舗か

らの問い合わせが増加 

10/18 延長分予約再開   ほぼ予約 

11/1 延長分予約終了   
予約希望の電話多数。販売終了のため 11/16 に

追加販売開始の案内 

11/16 追加分予約開始   ほぼ予約 

11/22   利用期限が 2/28 まで延長決定   

11/30   熊本日日新聞に広告掲載 新聞広告を見ての予約多数 

12/15 
3/229:59 まで予約

停止 
  

利用期限並びに販売再開についての問い合わせ多

数 

2022/1 月     
ぎりぎりまで延長が決まらなかったため、利用期限に

ついての問い合わせ増加 

2～3 月   
利用期限並びに販売再開についての問い合わせ多

数 

2/18   利用期限が 4/15 まで延長決定   

3/18   利用期限が 4/30 まで延長決定   

3/22 追加分予約再開   ほぼ予約 

3 月下旬     利用期間延長を期待する電話多数 

4/30  
4/30 をもって食事券利用期間

終了 

利用期限確認の問い合わせ多数 

加盟店からの最終換金に関する問い合わせ多数 

5～6 月   

加盟店からの換金に関する問い合わせや利用者か

らの食事券利用再開を切望する声などが届いた 

※加盟店からの「未換金の食事券が数枚出てきて

しまった」といった内容の問い合わせやキャンペーンの

再開を希望する利用者からの入電あり 
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第７章 食事券の販売・利用制限 

１．販売制限 

 食事券の販売は、2020（令和 2）年 10 月１4 日事前予約受付開始、同年 10 月 19 日

の発券開始以降、2022（令和 4）年 4 月 20 日予約終了、同 4 月 26 日発券終了までの期

間中に、図表 7-1 に記すとおりコロナ感染拡大等の影響を受けた４度にわたる販売停止期間があ

った。停止期間の合計（停止が深夜の場合は翌日から、再開が早朝の場合は前日までとした。以

下同）は、予約ベースで 293 日間、発券ベースで 282 日間にわたり、総キャンペーン期間中の半

数を超えるという大きな制約を余儀なくされた。 

 なお、図表 7-1 に記した「第 4 回停止」のうち、2021（令和 3 年）12 月 16 日～2022 年

（令和 4）年 1 月 14 日の予約停止（発券停止は、2021 年 12 月 22 日～2022 年 1 月

14 日）は、利用期間を 2021（令和 3）年 12 月 15 日～2022 年（令和 4）年 2 月 28

日に延長するにあたり、年末年始の新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため、農水省との

協議・確認の上で販売を止めていた期間であり、営業時間短縮要請やまん延防止等重点措置に

よる停止とは事情が異なっている。 

図表 7-1 食事券販売制限の経緯 

区分 予   約 発   券 

総 期 間 20/10/14～22/４/20（554 日間） 20/10/19～22/４/26（555 日間） 

第 1 回停止 21/1/５～21/２/17  （44 日間） 21/1/7～2１/２/18  （43 日間） 

第 2 回停止 21/4/24～21/7/1   （69 日間） 21/4/26～21/7/1   （67 日間） 

第 3 回停止 21/7/27～21/10/18 （84 日間） 21/7/30～21/10/18 （81 日間） 

第 4 回停止 21/12/16～22/3/22 （97 日間） 21/12/22～22/3/22 （91 日間） 

停止期間計 294 日間（53.1％） 282 日間（50.8％） 

＊1 実際に予約・発券が停まっていた「実停止」ベース。 

＊2 停止が深夜の場合は翌日から、再開が早朝の場合は前日までとした。 

＊3 「停止期間計」のカッコ書きは、総期間に対する停止期間の割合。 

 

２．利用制限 

 図表 7-2 に、飲食店の営業時間短縮要請等に伴う利用制限の経緯を記す。2020（令和 2）

年 10 月１9 日～2022（令和４）年 4 月 30 日までの 559 日間のキャンぺーン期間中で、終

日利用制限なく食事券が使えたのは、2020（令和 2）年 10 月 19 日～同年 12 月 29 日、

2021 年 2 月 19 日～4 月 28 日、同年６月 29 日～7 月 26 日、同年 10 月 16 日～2022

（令和 4）年 1 月 16 日および 2022（令和４）年 3 月 22 日～4 月 30 日の 302 日間

（総キャンペーン期間の 54％）にとどまった。 




